
第７章 環境影響評価の調査の結果の概要並びに予測及び評価の結果 

 第１節 環境の自然的構成要素の良好な状態の保持 

 7.1 大気環境 

  １）粉じん等 

工事の実施（建設機械の稼働、資材及び機械の運搬に用いる車両の運行）により粉じ

ん等が発生するおそれがあり、計画路線周辺並びに資材及び機械の運搬に用いる車両の

運行ルート沿いには住宅等が存在していることから、環境影響評価を実施しました。 

 

  １）－１ 建設機械の稼働 

  （1）調査 

   ① 調査結果 

   (a) 風向、風速 

港北区総合庁舎測定局における平成 21 年度の風向、風速測定結果による風配図

は、図 7.1.1-1に示すとおりです。 

有風時平均風速は 2.7ｍ/s、最多風向は北北東となっています。なお、弱風（CALM）

は風速が 0.4ｍ/s 以下として集計しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.1.1-1 風配図（港北区総合庁舎測定局、平成 21 年度） 
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  （2）予測 

   ① 予測の手法 

建設機械の稼働に伴う粉じん等の飛散の程度について、調査結果で把握した計画

路線周辺の風向、風速の状況を基に定性的に予測しました。 

なお、予測では表 7.1.1-1に示すビューフォート風力階級表を参考にしました。 

予測地点を表 7.1.1-2及び図 7.1.1-2に示します。 

 

表 7.1.1-1 ビューフォートの風力階級表 

風力 
階級 

名 称 
風 速※ 
（ｍ/s）

説明（陸上） 

０ 静穏（calm） 0.0-0.2 静穏、煙はまっすぐに昇る。 

１ 至軽風（light air） 0.3-1.5 
風向は煙がたなびくのでわかるが、風見には感
じない。 

２ 軽風（light breeze） 1.6-3.3 
顔に風を感じる。木の葉が動く。風見も動き出
す。 

３ 軟風（gentle breeze） 3.4-5.4 
木の葉や細かい小枝がたえず動く。軽い旗が開
く。 

４ 
和風 
（moderate breeze） 

5.5-7.9 
砂ぼこりが立ち、紙片が舞い上がる。小枝が動
く。 

５ 疾風（fresh breeze） 8.0-10.7
葉の有るかん木が揺れはじめる。池や沼の水面
に波がしらが立つ。 

６ 雄風（strong breeze） 10.8-13.8 大枝が動く。電線がなる。かさは、さしにくい。

７ 強風（near gale） 13.9-17.1 樹木全体が揺れる。風に向かって歩きにくい。

８ 疾強風（gale） 17.2-20.7 小枝が折れる。風に向かって歩けない。 

９ 大強風（strong gale） 20.8-24.4
人家にわずかの損害が起こる（煙突が倒れ、か
わらがはがれる。） 

 ※ 開けた平らな地面から 10ｍの高さにおける相当風速 

 

                                  出典：「気象庁ホームページ」 

 

 

表 7.1.1-2 予測地点（建設機械の稼働に伴う粉じん等） 

予測地点 備考 

No.１ 

（新横浜駅付近） 

保全対象となる住居等が周辺に存在し、地上におい

て建設機械が稼働する新横浜駅開削工事区域 

No.２ 

（新綱島駅付近） 

保全対象となる住居等が周辺に存在し、地上におい

て建設機械が稼働する新綱島駅開削工事区域 

No.３ 

（日吉工事区域付近）

保全対象となる住居等が周辺に存在し、地上におい

て建設機械が稼働する日吉工事区域 
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本書に掲載した地図は、測量法第29条に基づく複製承認を得て、国土地理院発行の２万５千分１地形図及び５万分１地形図を複製したもの（平22関複、第277号）を転載したものです。





   ② 予測結果 

建設機械の稼働により発生する粉じん等は、工事区域の乾燥時に資材等集積、土

工・解体工事を実施することが要因として考えられます。 

粉じん等は、乾燥した強風時に発生しやすく、表 7.1.1-1に示すビューフォートの

風力階級４の風速 5.5ｍ/ｓ以上になると砂ぼこりが立ち、飛散すると考えられます。 

予測地域における建設機械が稼働する時間（８時～12 時、13 時～17 時）の風速

5.5ｍ/ｓ以上の出現率は、表 7.1.1-3に示すとおり 2.8％と低い頻度でした。 

したがいまして、工事区域の乾燥時に建設機械の稼働に伴う粉じん等が発生する

可能性はありますが、予測地域では風速 5.5ｍ/s 以上になる頻度が 2.8％と低く、粉

じん等が飛散しにくい気象状況であるため、粉じん等の飛散による影響は小さいと

予測します。 

 

表 7.1.1-3 風速 5.5ｍ/s 以上の出現率 

予測地点 
風速 5.5ｍ/ｓ
以上の出現率 
（％） 

風速 5.5ｍ/ｓ以上
の際の主風向 

観測局 

No.１ 

（新横浜駅付近） 

2.8 SW 
港北区総合庁舎

測定局 

No.２ 

（新綱島駅付近） 

No.３ 

（日吉工事区域付近）

   ※ 予測地域の風向、風速の既存調査結果を基に、建設機械が稼働する時間帯（８時～12 時、 

     13 時～17 時）の地上 10ｍにおける風速の出現率と主風向を求めました。 
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  （3）環境保全措置の検討 

   ① 環境保全措置の検討の状況 

予測結果から、影響の程度は小さいと考えられるものの、その稼働状況によって

は建設機械の稼働により粉じんの発生・拡散が生じると判断されるため、事業者の

実行可能な範囲内で環境影響をできる限り回避又は低減することを目的として、環

境保全措置の検討を行いました。 

環境保全措置の検討の状況は表 7.1.1-4に示すとおりです。 

 

表 7.1.1-4 環境保全措置の検討の状況 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 

仮囲いの設置 

適 

仮囲いを設置しても移動の妨げや交通の安全

上問題とならない位置において、仮囲いを設置

することで、粉じん等の拡散を抑制することが

できるため、適切な環境保全措置と考え採用し

ます。 

工事規模に合わせた建設

機械の設定 

適 

使用する建設機械を工事規模に合わせ適切に

設定し、必要以上の建設機械の配置・稼働を避

けることで粉じん等の発生を抑制することが

できるため、適切な環境保全措置と考え採用し

ます。 

工事の平準化 

適 

工事工程内における工事の平準化により一時

的に片寄った施工を行わないよう配慮するこ

とで、粉じん等が局地的に集中して発生するこ

とを防止できるため、適切な環境保全措置と考

え採用します。 

工事現場の清掃や散水 

適 

工事現場の清掃を徹底するとともに、乾燥時や

強風時など、必要に応じて散水を行うことで、

粉じん等の発生を抑制することができるため、

適切な環境保全措置と考え採用します。 
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   ② 環境保全措置の実施主体、方法その他の環境保全措置の実施の内容 

本事業では、建設機械の稼働に伴う粉じん等の影響を低減させるため、環境保全

措置として「仮囲いの設置」、「工事規模に合わせた建設機械の設定」、「工事の平準

化」、「工事現場の清掃や散水」を実施します。 

環境保全措置の内容は表 7.1.1-5に示すとおりです。 

 

表 7.1.1-5(1) 環境保全措置の内容 

実施者 都市鉄道施設の整備を行う者 

（独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構） 

実施内容 種類 仮囲いの設置 

位置 地上で建設機械が稼働する工事区域 

環境保全措置の 

効果 

仮囲いを設置することで、粉じん等の拡散を抑制することができま

す。 

効果の不確実性 効果の不確実性はありません。 

他の環境への影響 当環境保全措置を実施することで、他の環境へ副次的に影響を与える

ことはありません。 

 

表 7.1.1-5(2) 環境保全措置の内容 

実施者 都市鉄道施設の整備を行う者 

（独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構） 

実施内容 種類 工事規模に合わせた建設機械の設定 

位置 計画路線全線 

環境保全措置の 

効果 

適切な機械の設定により必要以上の建設機械の配置・稼働を避けるこ

とで、粉じん等の発生を抑制することができます。 

効果の不確実性 効果の不確実性はありません。 

他の環境への影響 当環境保全措置を実施することで、他の環境へ副次的に影響を与える

ことはありません。 

 

表 7.1.1-5(3) 環境保全措置の内容 

実施者 都市鉄道施設の整備を行う者 

（独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構） 

実施内容 種類 工事の平準化 

位置 計画路線全線 

環境保全措置の 

効果 

工事の平準化により片寄った施工を避けることで、粉じん等が局地的

に集中して発生することを防止できます。 

効果の不確実性 効果の不確実性はありません。 

他の環境への影響 当環境保全措置を実施することで、他の環境へ副次的に影響を与える

ことはありません。 
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表 7.1.1-5(4) 環境保全措置の内容 

実施者 都市鉄道施設の整備を行う者 

（独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構） 

実施内容 種類 工事現場の清掃や散水 

位置 地上で建設機械が稼働する工事区域 

環境保全措置の 

効果 

工事現場の清掃や散水を行うことで、粉じん等の発生を抑制すること

ができます。 

効果の不確実性 効果の不確実性はありません。 

他の環境への影響 当環境保全措置を実施することで、他の環境へ副次的に影響を与える

ことはありません。 

 

   ③ 環境保全措置の効果及び当該環境保全措置を講じた後の環境の変化の状況 

環境保全措置の効果については表 7.1.1-5に示すとおりです。環境保全措置を実施

することで、予測より環境負荷は低減されます。 

 

  （4）評 価 

   ① 評価の手法 

建設機械の稼働に伴う粉じん等の評価は、本事業による影響が、事業者により実

行可能な範囲内でできる限り回避又は低減されているか否かについて見解を明らか

にすることにより評価しました。 

 

   ② 評価結果 

本事業では、建設機械の稼働に伴い粉じん等が発生する可能性はあるものの、予

測地域では風速 5.5ｍ/s 以上（ビューフォートの風力階級４）になる頻度が 2.8％と

低く、粉じん等が飛散しにくい気象状況であるため、粉じん等の飛散による影響は

小さいと考えます。 

また、環境保全措置として「仮囲いの設置」、「工事規模に合わせた建設機械の設

定」、「工事の平準化」、「工事現場の清掃や散水」を実施します。これらの措置は、

他の大規模な公共事業等の工事においても採用され、その効果が十分期待できるこ

とから、本事業による影響を事業者の実行可能な範囲内でできる限り回避又は低減

しているものと評価します。 
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  １）－２ 資材及び機械の運搬に用いる車両の運行 

  （1）調査 

調査の内容は、「１）－１ 建設機械の稼働」（P.7.1.1-1）に示すとおりです。 

 

  （2）予測 

   ① 予測の手法 

資材及び機械の運搬に用いる車両の運行に伴う粉じん等の飛散の程度について、

調査結果で把握した計画路線周辺の風向、風速の状況を基に定性的に予測しました。 

なお、建設機械の稼働に伴う粉じん等の予測と同様、予測では表 7.1.1-1に示すビ

ューフォート風力階級表を参考にしました。 

予測地点を表 7.1.1-6及び図 7.1.1-3に示します。 

 

表 7.1.1-6 予測地点（資材及び機械の運搬に用いる車両の運行に伴う粉じん等） 

予測地点 構造形式 

No.１ 

(環状２号線) 
平面 

No.２ 

(環状２号線) 
平面 

No.３ 

(県道２号(東京丸子横浜)) 
平面 

No.４ 

(県道２号(東京丸子横浜)) 
平面 

No.５ 

(県道２号(東京丸子横浜)) 
平面 
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   ② 予測結果 

資材及び機械の運搬に用いる車両の運行に伴い発生する粉じん等の主な要因は、

「①道路の運行に伴うタイヤによる巻上げ」、「②風による運搬土砂の飛散」が考え

られます。 

この内、「①道路の運行に伴うタイヤによる巻上げ」については、資材及び機械の

運搬に用いる車両の運行頻度及び周辺道路の状況に関連しますが、現況交通量に対

する資材及び機械の運搬に用いる車両の増加割合は表 7.1.1-7に示すように 1.8～

6.9％程度であり、タイヤの巻上げによる粉じん等を大きく底上げさせるものではな

いと考えます。 

 

表 7.1.1-7 現況交通に対する資材及び機械の運搬に用いる車両の増加割合 

予測地点 

資材及び機械の運搬 

に用いる車両 

（１日あたり、往復） 

現況交通量※ 

現況交通量

に対する 

増加割合 

No.１ 

(環状２号線) 
494 台 26,728 台 1.8％ 

No.２ 

(環状２号線) 
494 台 20,497 台 2.4％ 

No.３ 

(県道２号(東京丸子横浜)) 
636 台 10,506 台 6.1％ 

No.４ 

(県道２号(東京丸子横浜)) 
636 台 13,574 台 4.7％ 

No.５ 

(県道２号(東京丸子横浜)) 
636 台 9,160 台 6.9％ 

※ 表中の現況交通量は、資材及び機械の運搬に用いる車両の運行時間帯（８時～12 時、13 時～17 時） 

 を対象に交通量を集計したものです。 

 

また、「②風による運搬土砂の飛散」について、粉じん等は、乾燥した強風時に発

生しやすく、ビューフォートの風力階級４の風速 5.5ｍ/ｓ以上になると砂ぼこりが

立ち、飛散すると考えられます。 

予測地域における資材及び機械の運搬に用いる車両が運行する時間（８時～12 時、

13 時～17 時）の風速 5.5ｍ/ｓ以上の出現率は、表 7.1.1-8に示すとおり 2.8％と低

い頻度でした。 
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表 7.1.1-8 風速 5.5ｍ/ｓ以上の出現率 

予測地点 
風速 5.5ｍ/ｓ
以上の出現率 
（％） 

風速 5.5ｍ/ｓ以上
の際の主風向 

観測局 

No.１ 

(環状２号線) 

2.8 SW 
港北区総合庁舎

測定局 

No.２ 

(環状２号線) 

No.３ 

(県道２号(東京丸子横浜))

No.４ 

(県道２号(東京丸子横浜))

No.５ 

(県道２号(東京丸子横浜))

   ※ 予測地域の風向、風速の既存調査結果を基に、資材及び機械の運搬に用いる車両の運行 

     時間帯（８時～12 時、13 時～17 時）の地上 10ｍにおける風速の出現率と主風向を求め 

     ました。 

 

したがいまして、掘削工事の際の土砂運搬等により粉じん等が発生する可能性は

ありますが、現況交通量に対する資材及び機械の運搬に用いる車両の増加割合は 1.8

～6.9％程度であり、タイヤの巻上げによる粉じん等を大きく底上げさせるものでは

ないと考えられること、また、予測地域では風速 5.5ｍ/s 以上になる頻度が 2.8％と

低く、粉じん等が飛散しにくい気象状況であることから、粉じん等の発生・飛散に

よる影響は小さいと予測します。 
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  （3）環境保全措置の検討 

   ① 環境保全措置の検討の状況 

予測結果から、影響の程度は小さいと考えられるものの、その稼働状況によって

は資材及び機械の運搬に用いる車両の運行により粉じんの発生・拡散が生じると判

断されるため、事業者の実行可能な範囲内で環境影響をできる限り回避又は低減す

ることを目的として、環境保全措置の検討を行いました。 

環境保全措置の検討の状況は表 7.1.1-9に示すとおりです。 

 

表 7.1.1-9 環境保全措置の検討の状況 

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 

工事の平準化 

適 

工事工程内における工事の平準化により一時

的に資材及び機械の運搬に用いる車両が集中

しないよう配慮することで、粉じん等が局地的

に集中して発生することを防止できるため、適

切な環境保全措置と考え採用します。 

荷台への防塵シートの敷

設・散水 
適 

荷台に防塵シートを敷設するとともに、土砂の

性状に応じて散水を行うことで、土砂の運搬に

伴う粉じん等の発生を抑制することができる

ため、適切な環境保全措置と考え採用します。

資材及び機械の運搬に用

いる車両の出入り口や周

辺道路の清掃・散水、タイ

ヤの洗浄 適 

資材及び機械の運搬に用いる車両の出入り口

や周辺道路の清掃を徹底し、乾燥時や強風時な

ど、必要に応じて散水を行うとともに、タイヤ

の洗浄により周辺道路への土砂の付着を防止

することで、粉じん等の発生を抑制することが

できるため、適切な環境保全措置と考え採用し

ます。 
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   ② 環境保全措置の実施主体、方法その他の環境保全措置の実施の内容 

本事業では、資材及び機械の運搬に用いる車両の運行に伴う粉じん等の影響を低

減させるため、環境保全措置として「工事の平準化」、「荷台への防塵シートの敷設・

散水」、「資材及び機械の運搬に用いる車両の出入り口や周辺道路の清掃・散水、タ

イヤの洗浄」を実施します。 

環境保全措置の内容は表 7.1.1-10に示すとおりです。 

 

表 7.1.1-10(1) 環境保全措置の内容 

実施者 都市鉄道施設の整備を行う者 

（独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構） 

実施内容 種類 工事の平準化 

位置 車両が運行する区間 

環境保全措置の 

効果 

工事の平準化により資材及び機械の運搬に用いる車両が集中しない

よう配慮することで、粉じん等が局地的に集中して発生することを防

止できます。 

効果の不確実性 効果の不確実性はありません。 

他の環境への影響 当環境保全措置を実施することで、他の環境へ副次的に影響を与える

ことはありません。 

 

表 7.1.1-10(2) 環境保全措置の内容 

実施者 都市鉄道施設の整備を行う者 

（独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構） 

実施内容 種類 荷台への防塵シートの敷設・散水 

位置 車両が運行する区間 

環境保全措置の 

効果 

荷台に防塵シートを敷設するとともに散水を行うことで、粉じん等の

発生を抑制することができます。 

効果の不確実性 効果の不確実性はありません。 

他の環境への影響 当環境保全措置を実施することで、他の環境へ副次的に影響を与える

ことはありません。 

 

表 7.1.1-10(3) 環境保全措置の内容 

実施者 都市鉄道施設の整備を行う者 

（独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構） 

実施内容 種類 資材及び機械の運搬に用いる車両の出入り口や周辺道路の清掃・散

水、タイヤの洗浄 

位置 施工ヤード及びその周辺 

環境保全措置の 

効果 

資材及び機械の運搬に用いる車両の出入り口や周辺道路の清掃・散

水、タイヤの洗浄を行うことで、粉じん等の発生を抑制することがで

きます。 

効果の不確実性 効果の不確実性はありません。 

他の環境への影響 当環境保全措置を実施することで、他の環境へ副次的に影響を与える

ことはありません。 

 

   ③ 環境保全措置の効果及び当該環境保全措置を講じた後の環境の変化の状況 

環境保全措置の効果については表 7.1.1-10に示すとおりです。環境保全措置を実

施することで、予測より環境負荷は低減されます。 
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  （4）評 価 

   ① 評価の手法 

資材及び機械の運搬に用いる車両の運行に伴う粉じん等の評価は、本事業による

影響が、事業者により実行可能な範囲内でできる限り回避又は低減されているか否

かについて見解を明らかにすることにより評価しました。 

 

   ② 評価結果 

本事業では、資材及び機械の運搬に用いる車両の運行に伴い粉じん等が発生する

可能性はあるものの、現況交通量に対する資材及び機械の運搬に用いる車両の増加

割合は 1.8～6.9％程度であり、タイヤの巻上げによる粉じん等を大きく底上げさせ

るものではないと考えられること、また、予測地域では風速 5.5ｍ/s 以上（ビュー

フォートの風力階級４）になる頻度が 2.8％と低く、粉じん等が飛散しにくい気象状

況であることから、粉じん等の発生・飛散による影響は小さいと考えます。 

また、環境保全措置として「工事の平準化」、「荷台への防塵シートの敷設・散水」、

「資材及び機械の運搬に用いる車両の出入り口や周辺道路の清掃・散水、タイヤの

洗浄」を実施します。これらの措置は、他の大規模な公共事業等の工事においても

採用され、その効果が十分期待できることから、本事業による影響を事業者の実行

可能な範囲内でできる限り回避又は低減しているものと評価します。 
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